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1.はじめに
両大戦間期，ヨーロッパの大半の国において，極右勢力は議会制民主主義に対し攻撃を加えた。
これらの極右勢力の中には， ドイツやイタリアの影響を受けたファシズム的特徴を示すものもあ
った。こうして，ヨーロッパの中で，両大戦間期に民主制を間断なく維持できたのは， ドイツに
占領された国を除くと，わずかに，イギリス，スウェーデン，スイス，フィンランド，アイルラ
ンドのみであったい）。民主制崩壊の過程は様々であったが，中東欧諸国では，極右運動によって
政権が奪取されたわけではない。むしろ，議会制の時代に政権の中枢にいた人物が極右運動を取
り込むか，あるいはこれを排除して権威主義体制を確立した。しかしその過程と性格には，それ
ぞれの国の歴史的・社会的事情が大きく影響しており，両大戦間期の権威主義体制としての共通
点も有しているが，同時にまた相違点もあった。
エストニアでは，独立戦争（1917-1920）の功労者コンスタンティン・パッツ（1874-1956）が，
1934年3月，事実上のクーデタにより権力を掌握した。エストニアの場合，権威主義体制は極右
運動を排除する形で成立した。パッツは，民主制に対する独立戦争退役軍人同盟（Vabadus-
sojalasteliit，以下， VAPSと略す）の脅威を理由に戒厳令を布いた。それ故，パッツの体制は
しばしば「予防」権威主義と形容されるω。しかしながら， VAPSの脅威が去り，圏内情勢が安
定した後もパッツは戒厳令を延長し続けた。そして， 1938年1月，政府の立場を反映した新憲法
を導入し，権威主義体制を一層強固なものとしたのである。
他方， VAPSは1934年のクーデタで解散された後も活動を続けた。パッツ体制下では政治活
動は全て禁じられていたので，それは非合法的なものであった。本稿は， 1934年以降のVAPS
の活動を追うことにより，この時期のVAPSの目的を明らかにすることを試みたものである。
政府に対する VAPSの対応振りを見ることによって，パッツ体制の性格が違った角度から浮か
ぴ上がり，その検討に役立つと考えられる。さらに，エストニアの体制が両大戦間期に生じた権
威主義体制のひとつの例として，その時代を理解する一助となれば幸いで、ある。
2.合法活動時代（1929-1934)
独立戦争退役軍人同盟は， 1925年にタリン，ハープサル，タパに作られた退役軍人の利益保護
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を目的とする集団をその起源としている。これら地域別に作られた集団が， 1929年に中央組織を
創設し，ひとつの団体となった。 VAPSは元々，退役軍人の圧力団体であった。軍人は退役後
の就職を保証されていたが，不況によりその保証が実質的に無効となっていたため，退役軍人は
団結してその履行を求めたのである。この圧力団体が政治運動化した背景には，世界恐慌に疲弊
した国内の経済状況と，それに対処できない既存の政治制度があった。エストニアでは，政府が
恐慌に対処できない原因として憲法の欠陥が非難の対象となった。立法権と行政権の不均衡が問
題とされ，大統領職の必要が主張されたのである。ところが，既存の諸政党は国会の権限縮小を
おそれ，憲法改正には及ぴ腰であった。このため， VAPSは既存政党に圧力をかけて憲法を改
正させることに使命感を抱いた。以下， VAPSが政治運動化し，最終的にはVAPS自身が起草
者となった憲法改正案が国民投票で採択される過程を見ていく。
VAPSは， 1931年3月に開催された第2回大会で改憲要求を行うことを決定した。その骨子
は，（1）強大な権限を有する大統領職の創設，（2）国会議員の定数を50に削減すること，（3）選挙制度
の見直し，である（3）。ただし，この段階では，自らは権力を求めないことを宣言し，あくまで既
存の政党が憲法改正を速やかに実行することを要求するにとどまっている。他方，国会側は農民
党や国民中央党の提案によりすでに改正案の作成に取りかかっていたが，政党聞の意見調整に手
間取っていた。このため， VAPSは最終期限を1932年1月20日に設定し，期限までに改憲が実
行されない場合には自らが改憲のイニシアティヴをとることを宣言した。結局，国会案が完成し
たのは1932年3月であった。
第3回大会は1932年3月に開催された。この大会はVAPSの路線変更を顕著に示していた。
政治への介入が明確に方針として打ち出され，既成政党に対する批判が行われた。既存の諸政党
は腐敗しているとして，国会の健全化・浄化が叫ばれた。さらに，従来は独立戦争に従軍した者
にのみVAPSの完全な成員資格が認められていたが，この大会で，従軍者でなくとも， VAPS
の理念に共鳴する者にはその資格が与えられることになった。この決定でVAPSの成員数は大
幅に増大した。
国会が作成した改憲案は1932年8月に国民投票に付された。だが，同改憲、案は賛成333,979票，
反対345,215票という僅差で否決された。この国会の改憲案にVAPSは反対の立場をとった。こ
こでは紙幅の関係上，改憲案の内容に詳しくふれる余裕はないが，国会案は大統領職の創設を趣
旨としており， VAPSの要求を完全ではないにしても相当程度満たすものであった。しかし，
VAPS はより急進的な改正を求めて反対したのである。この時点でのVAPSはすでに，独自の
改憲案を国民投票に付すことを目指していた。 VAPSは同年11月10日改憲案を提出した。
これに対し，国会は第二次改憲案を作成して対抗した。内容は最初の改憲案とほぼ同様のもの
である。だが，国会は第二次改憲案を採択させるべく，国民発議及び国民投票に関する法律を改
め，国民投票に付された改憲案の承認には投票総数の過半数以上及び有権者の30%以上の賛成を
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必要とするとした（従来は有権者の50%以上）。 2回目の国民投票は1933年6月に実施された。
上述の方策にも関わらず，国会案は再度否決された。今回は賛成161,598票，反対333,118票とい
う大差であった。こうして， VAPS案が国民投票に付されることとなった。当時のトニッソン
内閣はこれを阻止する方向を選択した。 1933年8月に戒厳令を導入し， VAPSを解散したので
ある。さらに，国民投票実施の直前に再度上記の法律を改正し，国民投票で必、要な賛成投票率を
有権者の50%以上に戻した。しかしながら，こうした妨害にもかかわらず， VAPS案は賛成
416,878票，反対156,891票の大差で採択された。これには，国会の恋意的とも言える立法行為が
国民の政治不信をさらにあおったことも影響したと考えられる。
ところで，パッツは上述のょっな国会の態度には従わず， VAPSの改憲案に対する支持を表
明していた。彼は，国会の第二次改憲案が提出される前にも VAPSに協力を求めている刷。パ
ッツが，既存の体制の擁護より改憲を重視していたことがここに表れていると言えよう。パッツ
は改憲の必要性をすでに1926年に訴えていた。
さて，こうして VAPSは自らの改憲案を採択させた。 1933年10月， VAPSは新たに政党とし
て登録し，政治活動に正式に乗り出した。まず， 1934年1月の地方議会選挙に候補者を立て，都
市部では既存の諸政党を破った。次に， 1934年 4月に予定されていたリーキヴァネム
(riigivanem，国家元首）選挙に独自の候補者を立てた。当初， VAPSはヨハン・ライドネル将
軍（1884-1953）も候補として念頭に置いていた。だが，結局， VAPSの中から候補者を出すと
いう方針が支持された。 VAPSによる国会の浄化をあくまで目指すという姿勢が窺われる。
VAPSのリーキヴァネム候補者であるアンドレス・ラルカ将軍は，選挙の前哨戦であった署名
集めにおいて他の候補者であるパッツ，ライドネルならびに社会主義労働党のレイを大きくヲ｜き
離していた円 VAPSの中から強大な権限を有するリーキヴァネムが登場し，政権を担う可能性
が高まっていた。
1934年3月12日，当時，首相兼リーキヴァネム代行であったパッツはライドネル将軍の支持を
取り付け，戒厳令の施行を宣言した。同時にVAPSの解散が命令され，そのメンバーは逮捕さ
れた。事実上のクーデタである。国会は， VAPSがクーデタを計画し民主主義体制が危機に瀕
していたとのパッツの弁を受け入れ，この行為を承認した。既存の諸政党は国会外の勢力である
VAPSが権力を掌握することをおそれた。とりわけ，社会主義勢力はVAPSの激しい批判を受
けて対立関係にあったため，パッツを積極的に支持した（6）。また， VAPSは1932年頃から急進化
し，制服の着用，暴力の行使等ファシズム的な特徴を見せていたため，ファシズムの到来を阻止
する予防的な措置として，パッツはクデータを正当化したのである例。
では，この時期のVAPSの最終目的は何であったのか。無論，憲法改正が目的であったこと
は間違いない。だが，それは最終目的ではない。 VAPSの最終目的は国民統合であった。 1932
年3月の第二回大会で採択された決議1.は次のように述べる。「VAPSはエストニアの国民を
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真に自由でかつ力強い国民の統合体とするため，そしてエストニアの独立を確実に永遠のものに
するために闘う。国民全体の利益は個人や階級の利益よりも尊く，強力なものである」（8）。
VAPSはそのための手段を明らかにはしていないが，基本的な主張はパッツと極めて近い。パ
ッツの求める国民統合は全てのエストニア人による国家への奉仕で、あった。彼は社会を組織して
有機的結合を実現することが必要で、あると訴えた。そしてその究極的な目的は小国エストニアの
独立の維持であった（へこのように両者の目的には重なるところがあった。また，パッツは改憲
に関し， VAPSに協力を再三求めている。しかし， VAPSにとってパッツは他の政治家同様腐
敗した既存政治体制の一部であり，自らの理念を実現する上での代表者としてはふさわしくなか
ったのである。
3.非合法活動の時代（1934年4月～1935年12月）
1934年3月に戒厳令の導入を宣言した後，パッツは国会を説得して休会にし，命令により政治
を行った。 1934年1月24日に発効したVAPSの憲法はリーキヴァネムに強大な権限を付与して
いた。リーキヴァネムの不在時には首相がこれを代行するとの憲法上の規定にもとづき，パッツ
はリーキウ’ァネムの権限を利用したのである。しかし，国会選挙とリーキヴァネムの選挙はとも
に無期限に延期されており， リーキウ＊アネムの権限以外の点では，憲法は機能していなかったと
言える。非合法活動の時代における VAPSの目標はもはや国民統合ではなく，自らの憲法の完
全な施行に絞られていた。本章では， 1934年3月以降の時期を VAPSが合法的手段により憲法
の施行を求めていた時期と，それが不可能で、あることが明らかになった後，非合法的手段に訴え
るに至った時期とに分けて見ていきたい。
(1) 合法的手段の模索
VAPSは，立憲政治体制の回復，すなわち戒厳令の撤廃による正常化を求め，政府派との妥
協，反政府派との協力を模索した。しかし，これは目立った成果を上げなかった。その理由は，
政府派に関して言えば， VAPSとの取引に応じてまでその協力を必要としないほどに体制の基
盤を作り上げつつあったことであり，反政府派に関して言えば，非合法組織として活動を禁じら
れている VAPSとの協力が明るみに出た場合の打撃を恐れ，慎重になっていたと考えられる。
1935年9月，ラルカ将軍は通常の手続きに従って国会議長に憲法改正案を提出した。この時期
にラルカ将軍が行動に出た理由として，次の2つが考えられる。ひとつはVAPSの主要メンバ
ーに対する裁判が同年6月に終了し， VAPSが暴力による権力奪取を企てたという事実が証明
されなかったため，比較的軽い刑 (1年程度の禁固刑）で済んだことであり，いまひとつは，
1935年9月12日には解除されると信じられていた戒厳令が再度延長されたことである。 1934年11
月に脱獄し，フィンランドに滞在していたVAPSの指導者アルトゥル・シルク（1900-1937）も
また， 1935年6月頃から行動を開始した。無論，政治亡命者としてフィンランドに居住を認めら
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れていたため，彼は公の政治活動を禁止されていた。しかし，フィンランドの支持者等の協力を
得て，エストニア国内にいる VAPSのメンバーと連絡を取り，今後の方針についての相談を始
めたのである。
ラルカ将軍が提出した憲法改正案は，実際にはシルクがフィンランドで作成したものであった。
同改憲案は，提出直後に，エーンパル内相によってしばらくの間報道が禁じられた（10）が，フィ
ンランドの新聞は即座にその翻訳を掲載した（11）。改正点は次の8つであった。
(1) 第26条，国民の権利に対する制限の禁止。ただし，戦時あるいは戦時動員時において戒厳
令下にある場合は除く。
(2) 第29条，告示された国会選挙については変更及ぴ延期は認められない。
(3) 第52条，予算は国会の決議によってのみ執行乃至修正されうる。
(4) 第53条， リーキヴァネムの拒否権は予算には適用されない。
(5) 第58条，告示されたリーキヴァネム選挙については変更及ぴ延期は認められない。
(6) 第60条， りーキヴァネムの命令は以下には適用されない。国民投票，国民発議，国会選挙
ならびにリーキヴァネム選挙に関する法律の改正，予算の執行及び修正，告示された，ある
いは憲法で規定された国会及びリーキヴァネム選挙の延期及ぴ中止。
(7) 第85条，国会が毎年可決する予算にもとづかない歳入，歳出の決定の禁止。
(8) 第90条，改憲案によって形成された新しい体制が確立するまでの移行期に関しては，本改
憲、案が定める。
こうして，移行期の体制に関し，ラルカ案は新たに第3章をもうけ，次の通り規定している。
(1) 第1条，本改憲案は，国民投票による採択後11日目に発効する。
(2) 第2条， リーキヴァネム選挙を国民投票実施後100日以内に行う。
(3) 第3条，国会選挙を国民投票実施後100日以内に行う。
(4) 第4条，現国会は国民投票後11日以内に百集され，以後，新国会成立まで任務を断続的に
遂行する。
(5) 第5条，本改憲案発効後12時間以内に，現国会は国会議員の中から新しい首相を任命する。
それが行われない場合には国会議長が首相となる。同24時間以内に現リーキヴァネム代行
（すなわち，パッツ）は辞職し，その職務を新首相に譲渡する。新首相は新しい閣僚を指名
する。新閣僚は国会の信任を要する。新内閣の成立とともにこれまでの内閣は総辞職する。
ただし， 1934年3月19日から本改憲案の発効までの期間，首相及び閣僚であった者は新首相
及び新閣僚の対象とはならない。
(6）第6条，本改憲案の第3章は憲法第87,88, 89条に規定された手段（すなわち，国民投
票）によってのみ改正される（12）。
以上の内容から明白であるように，ラルカ将軍の改憲案の目的は，立憲政治体制の回復とパッ
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ツ政権の排除であった。エストニア人政治学者のマランディは，ラルカの改憲案の目的を大きく
次の 3つにまとめている。第 1に， 1934年3月12日のクーデタ以前の状態の回復，第2に，その
クーデタを実行した政府の権力からの排除ならびに新しい政権の樹立，第3に，将来に，同じよ
うな事態（すなわち， リーキヴァネムにより国会選挙及びリーキヴァネム選挙の実施が延期され，
憲法が機能しない状態）を招くことに対する予防である｛問。
注目すべきは，第3章を改憲案に含めたことである。第3章のように，誰が首相及ぴ閣僚とな
るべきか，あるいはならないべきかという点への言及は，法案としては極めて異例のものである。
マランデイは，ラルカは憲法に則った方法で改憲案を提出したが，それはクーデタの性格を有す
るものであったと評している（叫。このような内容の第3章を含んでいることは何を意味するの
であろうか。当然のことながら，改憲案は自らが起草した1933年憲法を大きく変更するものでは
なく，むしろその施行を求めたものである。しかしながら，それだけを目的とするのであれば，
第3章は必要で、はなかったと考えられる。かえって，第3章を入れたことが政府の態度を硬化さ
せる恐れは十分にあった。なぜならば，同憲法の採択はパッツ政府が権力から完全に排除される
ことを意味したからである。それにもかかわらず，このような改憲案を提出した理由は，やはり，
政府に対する圧力を行使し，多少なりとも妥協を引き出す，あるいは政府自身が民主化を促進す
る方向にしむけることにあったと思われる。だが，第3章はパッツ政府への挑戦とも受け取’れる
内容であり，この改憲案の提出がVAPSにとって最後の賭であったことは疑いない。この後，
後述するように， VAPSは非合法的手段に向かっていく。
さて，それでは，政府はこの改憲案をどのように処理したのであろうか。本来であれば，国民
投票の実施を決定する権限は国会にあった。もし，国民投票を国会の決議によって行うことにな
れば，休会状態にある国会を百集する必要が生じる。しかし，国会議長は国会を召集せず，国家
裁判所の最高判事ら 4人に判断をゆだねた。協議は1935年9月25日に行われた。だが，結局，こ
の協議は何ら回答を出す必要がなかった。同日，パッツがいかなる改憲案もリーキヴァネムの許
可無しに国民投票に付することを禁じる命令を出したからである。この命令は戒厳令を修正する
という形をとって公布された。その内容は，「国民発議によって提出された法案は， リーキヴァ
ネムが国家の秩序及び安全にとって有害で、はないと見なした場合にのみ国民投票に付される」（聞
というものであった。パッツはこのような改正が必要で、ある理由を次のように説明している。
「我が国は現在，国民投票の実施やそれに伴うキャンペーンが国家の秩序や安全にとって危険を
およぽしかねない状況にある」（16）。これはまさに，パッツが国会ならぴにリーキヴァネム選挙の
延期に関して述べた理由と同じものであった。パッツのとった措置はVAPSの憲法第26,27条
で定められた，「国家が危機的状況にある際の国民発議及ぴ国民投票を含む国民の権利の制限」
に基づくものであるといえる。ただし， VAPSに対する裁判も終わり，それぞれ刑期も決定し
た後に，国家に対する危険がどの程度あったかという判断はあくまでパッツの恋意にゆだねられ
両大戦間期工ストニアの極右運動 37 
ていたことは付言しなければならないだろう。他方， VAPS憲法の第60条によれば，国民投票
及び国民発議に関する法律はリーキウ。ァネムの命令によっては変更できないと規定されていた。
それ故，この措置は戒厳令の改正であるとはいえ，越権行為と見なされうるものであった。いず
れにせよ， 9月30日，国会議長はラルカの改憲案に対する意見を求めるため，同改憲案をパッツ
に送付した。パッツはこれに対し， 10月9日，同改憲案に関する国民投票は実施すべきでないと
の決定を発表した。
(2) 非合法的手段の模索
上述のように，合法的手段による立憲政治体制の復活に失敗した VAPSは，ついに暴力によ
る権力奪取を企てた。いわゆる「12月8日事件」である。ここでは，まず事件の概要を見た後に，
同事件がパッツ体制に与えた影響について検討していきたい。
暴力による権力奪取という方向性を打ち出したのは1935年10月15日から17日にかけてフィンラ
ンドで行われた会合であった。ラルカが提出した改憲案の挫折が明らかになったのが9月末であ
るから，かなり急激に方向転換したことになる。たた‘し，クーデタという選択肢は突然出てきた
わけではない。すでに6月の段階からシルクは，政府との妥協，反政府派との協力，クーデタの
3つの手段を明確に提示しており（17），いよいよ他に手段がないことが明らかになったため，ク
ーデタの準備が開始されたのである。打ち合わせはもちろん，ビラの印刷から武器の保存まで準
備は専らフィンランドで行われた。武器はドイツやフィンランドから，資金はラトヴィアから入
手したようである（18）。
クーデタの具体的な目的及びクーデタが成功した後の青写真はビラに表明されている。ビラの
表には「立憲政治体制実現のための‘法律」が書かれている。同法律によれば，立憲政治体制へ到
るには次の手順を踏む。（1）「国民会議」が国民の代表として一時的に国家権力を行使する。（2）パ
ッツ・リーキウeァネム代行及ぴ全閣僚を解任し，裁判にかける。（3）新内閣の成立。（4)3週間以内
に，（クーデタにより）導入された一時的な体制に関する国民の意思を確認するため，国民投票
を実施。（5)3ヶ月以内に，国会及びリーキヴァネム選挙を実施。さらに補足として， 48時間以内
に戒厳令を解除すること，言論，集会，結社の自由等の市民の権利の完全な回復などが述べられ
ている。上記の「国民会議」のメンバーとして，ラルカ，シルク，セイマンらの VAPSの主要
メンバーの他に，反政府派であるトニッソン，テーマントの名前が挙げられている。また，（3）で
述べられている新内閣では，シルクが首相兼内相兼運輸相，ヒャルマル・マエが教育相を務める
こととされた（19）。この「立憲政治体制実現のための法律」は上記の「国民会議」によって採択，
発布されたという形態をとっている。だが，同法律の中で、名前の挙がっているトニッソンらの反
政府派の面々から，「国民会議」への参加に関する同意を取り付けたという事実はないようであ
る（20）。
ビラの裏側には，クーデタを敢行するに到った背景が次のように説明されている。「パッツは
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1935年9月に命令を出した。同命令によれば，国民発議及ぴ国民投票の権限の行使にはリーキヴ
ァネムの許可が必要とされる。こうして，パッツは自らか権力の座にある間，国民投票によって
エストニアに立憲政治が成立する道を閉ざしたのである。（中略）エストニア国民はパッツ政府
のような違法な政府を排除するため，非常手段を用いなければならない」（2九つまり， VAPSが
クーデタを計画した目的は，ラルカが改憲案を提出したときと同様，パッツの排除と立憲政治体
制の回復であった。
クーデタの具体的な実行計画は次のようなものであった。 1924年の共産主義者の蜂起失敗に鑑
み，国家機関や軍事拠点を抑えるのではなく，電信電話の設置しである郵便局の本局，国防軍司
令本部，戦車部隊を占拠する。さらに，クーデタ当日の12月8白に開催される「祖国同盟」（叫の
創立大会に出席するパッツを含めた政府要人を一挙に逮捕する。その際，国防軍が即座に対応で
きないように軍最高司令官の命令書を偽造し，国防軍の中立化を図る。
しかし，クーデタは未遂に終わった。シルクは決起の直前までフィンランドにおり， 12月6日
に船でタリンに入る予定であったが，悪天候のため， 7日の夜になっても到着しなかった。ホッ
ランドをはじめとするクーデタ実行の中心人物は， 7日，最終的な打ち合わせをするため，タリ
ンのカタッカ通りにある隠れ家に集まっていた。だが，シルクが到着せず，さらに，クーデタの
際に最も必要となる銃が届かないこともあって，実行を見合わせることにした。ところが， 7日
の深夜，警察の急襲を受けたのである。
VAPSがクーデタを見合わせた理由は，シルクが到着しなかったことの他に，クーデタの計
画に対し，古参の将校たちが計画の未熟さを指摘して中止を勧めたこと，また， 1934年のパッツ
によるクーデタ後に短期間とはいえ禁固刑になったり，職場から追放されたりして辛酸をなめて
いたメンバーが，クーデタの失敗により再び迫害されることを恐れ慎重になっていたことが上げ
られる。いずれにせよ，クーデタの計画は事前に政府側に漏れており，実行には到らなかった。
この時のVAPSの裁判は1936年5月に行われた。被告人はおよそ150人に上った。この150人
に対し，クーデタ未遂及びクーデタ計画への加担，重大な犯罪に関する情報を事前に通報しなか
った罪その他により刑が下された。最も重い者は20年の強制労働，最も軽い者でも 6ヶ月の禁固
刑（執行猶予っき）を言い渡された。これは，前回の1935年の判決では，大半の者が1年以下の
刑期であったことと比較するとかなり厳しい判決であったと言える。ただし，このクーデタ未遂
で刑に服した者は1938年の恩赦でほとんど全員が釈放された。
VAPSのクーデタ計画の中で興味深いのは， VAPSが権力掌握後直ちに現国会に権力を委譲
する代わりに，一時的とはいえ，自ら非合法的な政府を形成するとしたことである。「国民会議」
とシルク政府は明らかに国民の意思とは無関係で、ある。ラルカの改憲案では，現国会に首相指名
の権限が付与されていたことと比較すると，ここには，反政府派に対する VAPSの不信感が表
れていると言える。 VAPSはクーデタに踏み切る以前，反政府派にパッツ政府打倒のための協
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力を求めていたが，反政府派の態度は消極的であった。また，現存する国会は正当性を有してい
るにもかかわらず，国会を召集することをしなかった。こうしたことから， VAPSは，国会に
権力を委譲した場合，パッツ政府に対する断固たる措置を取ることは不可能と考えたのであろう。
しかしながら， VAPSがこのような手順を踏もうとしたことは政府に有利に作用した。政府は，
VAPSを一網打尽にした後，まず，クーデタ未遂の事実を公にし，続いて，その青写真を公表
した。そして，国会及ぴリーキヴァネム選挙を実施するというのはカモフラージュで，実際には
シルク政府が独裁を行うことを意図していたとの情報を流した。また， VAPSのエストニア劇
場襲撃計画は同胞を犠牲にすることを厭わない非道なものであったと報道された｛問。逆に，当
然のことながら，パッツ政府の非民主主義的な態度を批判し，立憲政治体制の復活の必要を説い
た部分は全く報道されなかった。このような一方的な報道を国民の多くは信じたようである。ク
ーデタを未然に防いだことに対する数多くの感謝の電報がパッツやエーンパルらに送られた（判。
こうして， VAPSのクーデタの失敗は政府に対する国民の支持を高める結果となった。国民
は長ヲlく戒厳令に不満を抱いていたが，このVAPSのクーデタは戒厳令を延長するまたとない
口実となった。また，パッツは1936年2月，新憲法を制定する国民議会の召集について国民の意
思を問うため国民投票を実施し，多数の支持を受けた。こうした状況から， VAPSのクーデタ
は，支持の拡大を目論む政府が仕組んだ陰謀であったとの説を唱える者もいる。その筆頭がクー
デタの首謀者の 1人でもあるマエである。彼は回想録の中で，「エーンパルの政治警察が，
VAPSがクーデタを起こすよう仕組んだ」と述べている（2九だが，マエの記述は確たる証拠を
伴っておらず，単なる推測の域を出ていない。先述したように，クーデタそのものはシルクの発
案である。すなわち，計画の段階で政府の誘導があった可能性は否定できないにしても（26），暴
力による権力奪取という発想までが政府によって仕組まれたとするのは不自然であろう。
しかしながら，このクーデタの失敗が，パッツに有利に作用したことは間違いない。パッツは
1935年1月の時点でVAPSの憲法を改正する必要性を訴え，その為には準備が必要で、あるとし
ていた。そして，ょうやく翌1936年2月，まず，国民投票を実施し，自らが憲法改正のイニシア
ティヴをとることを正当化した。本来であれば， VAPSの憲法はリーキヴァネムに改憲の権限
を与えていなかった。だが，今や民主主義体制への復帰は政府の手によって行われるのが当然と
いう見方が強くなった。こうしてパッツは1936年12月に国民議会選挙を実施，新憲法制定のため
の議会を百集した。同国民議会によって制定された憲法は1938年1月に発効した。しかし，新憲
法発効後も，戒厳令は解除されず，また，政治活動やその他の国民の権利も制限されたままであ
った。
4.おわりに
1930年代，ヨーロッパには多数の極右運動が出現した。 VAPSもその 1つであった。その他
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の極右運動同様，それはドイツやイタリアのファシズムの影響を受けていた。合法的活動の時代，
VAPSは反共・反社会主義の主張も掲げていたが，その主張の中心は国政からの既成政党の一
掃と国民統合であった。これが非合法活動の時代には，立憲政治体制の回復のみに絞られた。確
かに， 1933年憲法を機能させ，国会及ぴリーキヴァネム選挙を実施することにより， VAPSは
政治の舞台に復帰し，政権を担うことを期していた。しかし，政権獲得後に実行すべき政策の見
通しを持っていたかどうかは不明である。
VAPSは以上の目的のため，しばしば国民投票という手段を用いようとした。また， 1933年
には実際に用いた。大衆を動員して目的を達成するというスタイルは極右運動の特徴である。し
かしながら，国民に訴えかけた主張が立憲政治体制の復活のみというのは極めて珍しい。もっと
大衆のエネルギーを掻き立てる目標を掲げて支持を求めることは不可能であったのか。この時代
のエストニアには，独立の喪失に対する漠然とした不安はあっても，失地回復の要求や異民族へ
の反感，共産主義の脅威等，その善し悪しは別にしても，国民を統合する要素が存在しなかった。
それ故，パッツもまた官製の国民運動を組織して国民統合を図ろうとしたのである（27）。他方，
1935年12月のVAPSのクーデタ計画も実は時期を逸したものであった。 1934年前半の時点では，
経済恐慌が国民の生活に打撃を与え，政府も諸政党聞の対立により有効な手段をとれなかったた
め， VAPSに対する国民の期待が高まっていた。しかし， 1935年には既に経済は回復の兆しを
見せており，その後も国家の介入により堅調に推移していた。このような中で国民は，国家を不
安定な状態に陥れることなく民主制に戻ることを望んでいたと考えられる。パッツは， VAPS
の憲法は独裁を生む恐れがあるとして正常化には改憲が必要で、あることを強調した。実際には，
リーキヴァネムに憲法改正の発議権はなく，パッツのとった手段は違憲であった。また，言論，
出版，集会等の自由や政治活動が制限されていたことから反政府派の反対はあった。しかし，反
対派も内部対立や戦術の失敗，政府の情報統制等により，国民に大きな影響を与えることはなか
ったので忌ある。
以上のように非合法時代のVAPSの活動を検討した結果，パッツが自らの体制は民主体制で
あると執拘に主張し，また，パッツの体制が権威主義体制としては比較的穏健で、あった（28）理由
として，少なくとも次の3つが挙げられる。第1に，パッツ体制には左右ともに強力な反対派が
存在しなかった。第2に，パッツの権威主義体制の目的はVAPSの目的とかなりの部分，重な
っていた。それ故，両者の聞の相違が暖昧であったため，体制を急進化させる必要がなかった。
第3に， VAPSを含む反対派が民主化及び立憲政治体制の回復を要求していた状況から，それ
らに国民の支持を向けないため，パッツは自らが民主化への道を辿っていることを繰り返し主張
する必要があった。パッツ体制の性格は反対派の性格によってある程度規定されており，そこに
は上述のようなエストニアの歴史的・社会的状況が大きく反映していたと言える。
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